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　日本列島は台風常襲の太平洋北西端に位置しているため、毎年のように台風災害が発生し

ています。昨年の台風15号による風害や19号による水害は記憶に新しいところですが、1959

年の伊勢湾台風による災害はその規模の大きさや「災害対策基本法」制定の契機になったこ

とで特筆すべき災害となっています。

　ここでは、伊勢湾台風災害を振り返り、災害が巨大化した構造と特色、さらに温暖化に

よって「強大化する伊勢湾台風」とそれによる高潮への備えについて述べます。

　伊勢湾台風は、1959年９月26日の18時過ぎに和歌山県潮岬に上陸し、21時半頃名古屋市西

側を通過しました。この台風は、超大型で最盛期（９月23日）に中心気圧が895hPaまで低下

する猛烈な台風でした。上陸地点の潮岬測候所で観測された気圧も929.5hPaとなり、それま

でに観測された1934年の室戸台風の911.8hPaおよび1945年の枕崎台風の916.6hPaに次ぐ勢力

で、東海地方を中心に死者・行方不明者が全国36道府県に亘って5,098名に達する大災害を引

き起こしました。犠牲者の数はそれまで最多であった室戸台風による3,036名を上回り、台風

の強さを表す工率（パワー）に比べて被害が格段に大きかったこと（工率は室戸台風の半分

程度、被害は1.7倍）、さらにその犠牲者のほとんど（９割弱）が三河湾を含めた伊勢湾に面

した38の市町村に集中したことに伊勢湾台風災害の際立った特色がありました。

　その中でも、300人以上の犠牲者を出した市区町村は、表１に示す湾奥の５自治体に及び、

人口当たりの犠牲者率を表す死亡リスクの値もほぼ0.01～0.11に達していました。名古屋市

南区では主に貯木場からの流木による1,417名という犠牲者の多さ、三重県木曽岬村では0.11

という死亡リスクの高さ（９人に１人が犠牲）が際立っています。
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伊勢湾台風と被害の特色

表１　300人以上の死者・行方不明者を出した市区町村

行政区分 人口（人） 死者・行方不明者 死亡リスク

名古屋市港区 91,591 375 4.09×10－３

名古屋市南区 146,500 1,417 9.76×10－３

愛知県弥富町 16,037 322 20.08×10－３

三重県木曽岬村 2,993 328 109.59×10－３

三重県長島町 8,499 381 44.83×10－３
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　災害の規模は、原因とな

る外力（誘因）、外力を受

ける側の抵抗力（素因）お

よび被害を拡大する様々な

要因（拡大要因）の組み合

わせによって決まります。

　伊勢湾台風による災害

を、まず誘因から見ます。

上陸時の気圧こそそれまで

の観測史上３番目でした

が、それによって生じた高潮の潮位偏差※１は観測史上最大の3.55ｍ（名古屋港）であり、そ

れまで最大であった室戸台風による2.9ｍ（大阪港）をはるかに上回り、現在に至るもこれを

超える高潮は観測されていません。このような高潮が満潮に近い潮汐に加わり、名古屋港で

の海面の高さはそれまでのT.P.上最高潮位（東京湾の平均海面を基準とした高さで、標高や

海抜と同じ意味）を１ｍ近く上回るT.P.＋3.89ｍに達しました。

　ついで素因について見ます。一般に高潮が発達し易い湾（台風によって生じる吹送流が流

れ込み易い形状で、かつ流れ込んだ吹送流が湾奥に吹き寄せられ、風による海面の摩擦力に

よって海面が大きく上昇する、台風進行方向に長く浅い湾）の奥には低平な沖積平野が広

がっていることが多いのですが、伊勢湾はその典型とも言うべき地形になっています。湾奥

の低平地は、江戸時代以降の干拓によって陸地化された日本で最大のゼロメートル地帯でし

た。このような低平地が不十分な対策のまま農地化、さらに戦後の復興・発展の過程で市街

化され、そこにそれまでの記録を１ｍ近く上回る観測史上最大の高潮が暴風・暴浪とともに

来襲して堤防を破壊し、約３万haに及ぶ地域が元の海に戻ってしまいました（写真１）。こ

のため、復旧・復興が大きく遅れ、全地域で排水作業が完了するのは翌年の６月末でした。

　これらに加えて特筆すべき拡大要因がありました。そこが日本で最も高潮災害の危険度が

高い地域でありながら防災対策が不備であることの認識不足や危険地帯であること自体に対

する自覚の欠如（伊勢湾では明治以降、1917年の東京湾台風や前述の室戸台風によるような

高潮災害が生じておらず、安全神話が生まれていたようです！）。さらに、朝鮮戦争特需を

契機とした経済復興に伴う住宅需要に応えるための大量の輸入木材の名古屋港貯木場への集

積（江戸時代から木曽檜の集積・加工所として木曽川河口では製材業が盛んでした。）とそ

れらの市街地（名古屋市南区）への流出です。

　伊勢湾台風災害は、想定を大きく上回る誘因（高潮）に素因の脆弱さと拡大要因が加わっ

て歴史的大災害になりました。しかし、高潮が及ぶ範囲は海岸に近い低平地に限られますの

で、そこから避難さえできれば犠牲者をゼロにすることも可能なはずです。

災害の巨大化構造

三重県楠町（現　四日市市楠町）の事例と教訓

写真１　名古屋市南部から西部の浸水状況（木曽川下流工事事務所「伊勢湾台風から40年」、1999）
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　事実、三重県楠町では、町内の大半が浸水しながら（図１、図２）、１人の犠牲者も出ま

せんでした。楠町に隣接した四日市市やその隣の川越村（現　川越町）ではそれぞれ115名及

び174名の犠牲者が出たことと対照的です。このような違いが生まれた要因として、当時助役

だった中川薫氏のリーダーシップと町民の水防意識の高さなどが指摘されています。これら

が、①四日市港湾局や気象台からの情報と自前の潮位計や気圧計などによる状況把握、②26

日午前９時の町議会招集と水防体制・避難措置の協議（暴風雨・高潮・波浪警報の発令はこ

の後の午前11時15分）、③2,500人の水防・消防団員（町の人口は10,007人）に待機出動の指

示、④午後１時に海岸近くの90世帯に立ち退き避難指示、⑤午後３時に全地区に避難命令の

発令と水防団による伝達・誘導（老人・子供・女子2,432人が避難）を可能とし、犠牲者ゼロ

に繋がったと言えます。

　災害後、伊勢湾沿岸では伊勢湾台風を計画台風として高潮・高波から低平地を守れるよう

堤防の整備や埋立地の造成、地盤の嵩上げなどが行われました。2009年には台風18号に伴う

三河湾奥の高潮によって、三河港では伊勢湾台風時の最高潮位T.P.＋3.5ｍに迫る3.15ｍまで

海面が上昇し、中小河川沿いで床下浸水や港内のコンテナ漂流や散乱などはありましたが、

破堤や大規模な浸水は発生せず、伊勢湾台風クラスの高潮への備えは十分なことが実証され

ました。

　しかし、伊勢湾台風や室戸台風はこれまで来襲した台風の中では最大級ですが、科学的に

検討された来襲可能な最大最強の台風ではありません。福島第一原発の被災を教訓にすれ

ば、被災した時の影響が大きい施設や地域については可能最大クラスの高潮に対する検討も

必要です。国土の約１／４が海抜０ｍ以下のオランダやハリケーン・カトリーナで大きな被

害を出したニューオリンズでは、８千年～１万年に１度の高潮に対して低平地を守れるよう

図１　伊勢湾に面した市町村位置図 図２　楠町の伊勢湾台風災害状況略図（楠町史、1978）

伊勢湾台風クラスの高潮への備え
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堤防の整備が行われていますが、伊勢湾台風による高潮は150年に１度程度と推定されてお

り、備えになお課題があります。

　現在の地球の平均気温は19世紀末と比較して既に約１℃上昇しており、国連の気候変動に

関する政府間パネル（IPCC）は、このまま推移すれば地球の平均気温が今世紀末には2.9～

3.4℃上昇し、海面が最大で１ｍ近く上昇すると予測しています。温暖化の大きな問題の１つ

は、大気中の水蒸気量が増えることによって大気に供給されるエネルギー（１ｇの水蒸気が

水、さらに水が氷に変わる時に放出される凝結熱はそれぞれ2,268Ｊ及び336Ｊ）が増え、大

気の運動がより激しくなることです。

　洋上で発生・発達する台風は、海からの水蒸気を数千kmの広い範囲から集め、それをエネ

ルギーに変えています。そのパワーは水蒸気の量で決まるため、我々が引き起こしている温

暖化は台風のパワーを高め、台風の強大化を招くことになります。加えて、海面水温27℃以

上の台風発達海域を拡大させ、これまで最盛期を過ぎた台風が来襲していた本州にも強大化

した台風が最盛期に近い勢力で上陸することになります。

　近年、本州南岸の海水温の上昇によって最盛期に近い勢力で上陸する台風が増えており、

昨年、房総半島に上陸して大きな被害をもたらした台風15号はその一例と言えます。この台

風の最盛期の中心気圧は955hPaであり、台風のパワーとしては並でしたが、ほぼ最盛期の中

心気圧を維持したまま上陸したため、非常に強い風を吹かせることになりました。

　これの典型が2013年11月８日にフィリピンのルソン島を直撃し、8,000人近い犠牲者を出し

た台風30号です。この台風は平均風速が59m/s（瞬間最大はこれの1.5倍程度）を超える強風

を伴ったことからスーパー台風と呼ばれましたが、台風のエネルギーACEとしては前述の2009

年に三河湾に来襲した台風18号よりも少し小さく、真の意味で「スーパー」と称されるほど

ではありませんでした。しかし、最盛期の中心気圧895hPaを維持したまま上陸したため、暴

風とこれによる高潮・高波によって甚大な被害を出すことになりました。

　筆者らは、「伊勢湾台風」が21世紀末の３大湾に来襲すれば、各湾において発生する最大

高潮・高波は如何なるものかについて、科学研究費基盤（Ｂ）（2006～2014年）の支援を受

けて検討を行いました。そこでは、IPCCのSRES温暖化シナリオＡ１Ｂ（21世紀末の気温が20

世紀末比＋2.8℃上昇）の下で伊勢湾台風が発生した1959年９月の大気海洋場を2099年９月

のものにスライドさせ、そのときの海面水温から決まる可能最大台風を「21世紀末伊勢湾台

風」としています。これを初期値として大気・海洋力学方程式の下で時間発展させ、各湾

に直撃する台風とそれによる高潮について計算しました。伊勢湾では、最盛期の中心気圧

が1959年の伊勢湾台風の895hPaから870hPa近くまで低下し、紀伊半島上陸時の中心気圧も

930hPaから895hPaまで下がり、最盛期で最大20hPa、上陸時では35hPaも低下することが分か

りました。

　図３は、この時の伊勢湾での可能最大高潮の潮位偏差の分布です。また、図４および図５

● 連　載 ● 【過去の災害を振り返る 第３回】 伊勢湾台風災害の巨大化構造と教訓～迫り来る来襲台風強大化への備え～

「21 世紀末の伊勢湾台風」による高潮と備え

温暖化による上陸台風の強大化
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は、それぞれ名古屋港および

木曽川河口部での最大高潮発

生時の潮位偏差、有義波高※２、

風速および降水量の時間変化

です。湾奥の名古屋港では高

潮による潮位偏差が伊勢湾台

風時の観測値3.55ｍを２倍近

く上回る6.9ｍに達し、それ

が10分程度続くことが分かり

ます。これに大潮時の年平均

満潮位T.P.＋1.22ｍとＡ１Ｂ

シナリオによる海面上昇0.48

ｍ（最新のIPCC報告では最大

１ｍ超と予想）を加えると、

名古屋港では海面が8.6ｍま

で上昇し、これに平均風速が

45m/sを超える暴風と1.7ｍを

超える高波が加わることにな

り、破堤しなくてもその間に

大量の海水が低平地に流れ込

むことになります。

　一方、木曽川河口では高潮

図３　最高潮位平面分布

図４　名古屋港での最大高潮発生時の潮位、波高、風速、降水量の時間変化

図５　木曽川河口での最大高潮発生時の潮位、波高、風速、降水量の時間変化
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● 連　載 ● 【過去の災害を振り返る 第３回】 伊勢湾台風災害の巨大化構造と教訓～迫り来る来襲台風強大化への備え～

の潮位偏差は５ｍ程度ですが、海面の高さはT.P.+6.7ｍ、波高は4.5ｍに達し、それが１時間

近く続くため、暴風波浪の衝撃圧と越波・越流によって堤防は破壊され、伊勢湾台風災害以

上の災害になると予想されます。

　特に問題なのは海上の中部空港です。海面はT.P.＋5.24ｍまで上昇し、これだけで最も高

い南面護岸を0.45ｍ上回り、これに6.1ｍの高波と50m/sの暴風が加わるため、護岸は破壊さ

れ、滑走路は水深２ｍ以上の海となってターミナル施設を含めて壊滅状態になる恐れがあり

ます。

　以上は筆者らがコンピュータ上で創り出した「21世紀末伊勢湾台風」による結果ですが、

今後こうした台風が今世紀末を待たずに高頻度で来襲する可能性があることにも注意が必要

です。事実、伊勢湾台風が来襲した1959年は、８月25日から９月21日の1か月弱の間に最低気

圧885hPaの台風９号、905hPa（上陸時908hPa）の宮古島台風および895hPaの伊勢湾台風の３

個の猛烈な台風が発生しています。

　台風と縁が切れない日本列島の地理的条件を踏まえれば、台風強大化の元を断つCO2排出量

削減は火急の課題であり、パリ協定厳守は待ったなしの状況にあると言えます。また、前述

したオランダやニューオリンズの対策に学ぶところは大きいと思います。ただし、高潮災害

に限れば危険性のある地域は湾奥の低平地に限られ、また台風の接近から被災に至るまでに

時間があります。前述の三重県楠町の事例に学び、地域住民の命は自ら守るという気概を持

ち、行政や水防・消防団などとの連携を密にしながら、地域ぐるみの避難が円滑に行われる

よう日頃から良好なコミュニティの維持に努めることが肝要です。

※１潮位偏差：台風や低気圧によって生じる潮位（海面の高さ）の上昇現象を高潮、上昇量を潮位偏差と呼ぶ。平常

時の潮位は月や太陽の引力によって変動する（天文潮位）だけであるが、高潮が発生すると天文潮位に高潮によ

る潮位偏差が加わる。

※２有義波高：海や湖などの波の高さは一定ではなく、また実際に問題になるのは大きい波であるため、大きい波か

ら数えて１/３の数の波だけを対象とし、それらについて平均した波の高さを有義波高と呼んでいる。天気予報

ではこれを「波の高さ」として扱っている。

　本文執筆に当たっては、「災害論（高橋浩一郎、東京堂出版）」、「1959伊勢湾台風報告書（中央防災会議）」、「科学研究

費成果報告書（課題番号18360236、2136024、24360199）等を参考にしました

おわりに




